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論文内容の要旨
パレート最適を実現するための財政政策に関する様々な問通が議論される。
第 1章 世代噴複ー般均衡モデルによる税制改革の効果分析
消費脱を増加させ所得脱を減少させる税制改革によって長期的に経済厚生を高める効東がどこまで理論
的に文持されるのかが、所得税が一括税(若年世代のみ負担する場合)、一括脱 (+i{Fと老年のI記j世代が負
担する場合)と比例税の場合で検討される。また、ここでの税制改革が実行された後に消費が減少する期
間が存在するためにその期間に牛.きている世代の効用が減少することが示される。さらにシミュレーショ
ン分析で多世代重複モデルの移付過程が分析される。
第 2~ どちらが多く税金を支払うべきか、女性、それとも男性?
男女聞における所得移転政策が分析される。ここでの男瓦は相互に「利己主義者」であるが、異性と余
暇を共有することから正の効用を得ることから余暇市場が形成され異性問で報酬|率が決定されると想定す
る。そのとき男立:聞における所得移転はバレート最適でないことがまずボされる。次に労働生産性を上井
させる公的サービスを導入するo公的サービスの賛用を賄う際、男女聞で単なる租税対策によってパレー
ト最適が実現する場合があることがボされる。
第3章 若年・老年の交流社会における余暇市場の導入と逆方向の所得移転の可能性
それぞれの世代の人々は余暇を単独・同世代で過ごすだけではなく、異なる世代の人々と共に過ごすこ
とも希望するであろう。 2世代重複モデルで・半年年1廿代と老年世代の余暇r行場と余暇時間を共有する対価の
決定が考察される。そのとき以ー卜のことが明らかになる。すなわち、年金政策に関して、若年世代から老
年世代への所得移転政策が経済厚生を高めるとは限らず、逆に老年世代から若年世代への所得移転がバレー
ト改善を実現する可能性があるの
従来は単独で過ごす余暇が汗の効用を与えると怨定されてきた。それに対して、第 2常と第3章では個
別主体の効用関数に他の主体と過ごす余暇 (SharedLeisure)の正の効用が明示的に導入され、今まで明
らかでなかった所得分配政策の観点が示されるの
論文審査の結果の要旨
本論文は一つの部分から構成されているの
第 1章 W:代重複一般均衡モデルによる税制改革の効果分析
ここでは主に10J時期に右年世代と老年世代が存在する 2世代重複モデルをもちいて、消費税増税を伴う
所得税減税という税制改革の続前厚生に対する影響が分析される。経消厚生(各世代の 2期間に|期する効
一79-
同)に関しては以下の結論を得る。
1.若年世代のみが一括税を支払う場合には、消費税率の上昇は経済厚生を上界させる。
2.両世代が一括税を支払う場合に、利子率が時間選好半よりも大なる場合は消費税率の引きょげは経済
厚生を増加させる。逆に、時間選好率が利手率よりも大なる場合は消費税率の引き上げは経済厚生を減少
させるo 3.所得税が比例税ならば消費税率の引き上げは経済厚生を増加させる。
さらに多世代モデルでの分析がある。
特に動学的設定では通常は一括税だけが扱われるのに対し、消費税と所得税を導入し、消費税半の 卜昇
が経済厚牛.を晶.めるとは限らない場合を指摘しており興昧深い。
第2章 どちらが多く税金を支払うべきか、 k性、それとも男性?
男性あるいは友性は消費あるいは呉性と過ごす余暇から効周を得ると仮定するの 予算制約は勤労所得と
陀性と過ごすことによる対価が収入であり、税負担を差し号|いた所得が消費支11となる。女性、男性は効
用を最大にするように消費あるいは共有する余暇時間を決定するが、余暇時間に関しでも市場が成立し需
給を ・致させるように時間内たり対価が調整されると想定される。そ して、 一括税に基づく所得移転政策
はパレート改善にならないことが示される。すなわち、女性への所得移転により、男性の支払う対価の減
少が生じるが、女性の効用は増加し、男性の効用は減少する。さらに、生産性を上鮮させる公的サービス
が行われる場合が分析される。まず、開!.J:ーともに課税額が等しく、その課税額に等しい公的サービスを受
ける場合が分析され、公的サービスの初期段階では公的サービスの増加は男性と女性の効用を共に高める
ことが示される。しかし、男性と女性の効用を最大にする公的サービス'傾は女性の方が男性のそれよりも
大である。そのとき女性が男性に比べてより課税されるなら男性と女性の効用がともに増加しうる領域が
存在することが祉明されており興味深い。
第2草・-h'年 ・老年の交流社会における余暇市場の導入と逆方[ujの所得移転政策の可能件.
ここでは対価を立払って老年世代と若年世代が余暇を共有する場合の厚生を改善する政策が検討される。
モデルi士山越の性質上2世代重複モデルが採用される。各世代は若年期、老年期それぞれにおける消費、
単独で過ごす余暇時間、他の世代と共有する余暇時間から正の効用を得ると仮定される。単純化のために
若年期と老年期の消費財賦存量は所与と仮定する。老年と若年が時聞を共角-する時聞が等しくなるように
余暇市場で対側が調整されると想定する。どの世代が対価を支払うかに関しては、各世代の単独で過ごす
効用と余暇を共布する効用との選好の程度、および人口成長率に依存する ことが明らかにされる。また、
老年世代が対価を支払う場合に、若年世代に所得移転をすることがバレート改善をもたらす場合があるこ
とが分析の結果、主張されている。
若年世代から老年世代への移転H法の検討が重要な課題であるのはもちろんであるが、ともするとその
んー向の移転しかあり得ないかのように思われがちである。その点、むしろ老年世代から若年世代への所得
移転がすべての世代の効用が改普しうる場合には逆方向の移転を行った方が経済厚生が改善される場合を
示しており興味深い。
以上の理由により、上記論文は課程博士の学位の授与に値するものと判断する。
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